
�愛媛県規則第５１号
愛媛県県立自然公園条例施行規則の一部を改正する規則を

次のように定める。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県県立自然公園条例施行規則の一部を改正する規

則

愛媛県県立自然公園条例施行規則（昭和３４年愛媛県規則第

２９号）の一部を次のように改正する。

目次中「第４章 雑則（第２０条―第２２条）」
を「第４章

第５章

風景地保護協定及び公園管理団体（第１９条の４―第１９条の７

雑則（第２０条―第２２条）

）
に改める。

」

第２条に次の１号を加える。

� 自然再生施設（損なわれた自然環境について、当該自

然環境への負荷を低減するための施設及び良好な自然環

境を創出するための施設が一体的に整備されるものをい

う。）

第３条第１項中「第８条第３項」を「第９条第３項」に改

める。

第８条第２項中「法人が」の下に「、公園事業者である法

人の分割（当該公園事業の全部を承継させるものに限る。）

があつたときは分割により当該公園事業の全部を承継した法

人が」を加える。

第９条中「第８条第３項」を「第９条第３項」に改める。

第１０条第１項第１号中「又は合併」を「、合併又は分割」

に改め、同条第２項中第３号を第４号とし、第２号の次に次

の１号を加える。

� 分割による地位の承継の届出 分割後の法人の登記簿

の謄本及び当該公園事業の全部が承継されたことを証す

る書類

第１４条中「又は合併」を「、合併又は分割」に、「代る」

を「代わる」に改める。

第１５条中「第８条第２項」を「第９条第２項」に、「第８

条第３項の」を「第９条第３項の」に改める。

第１６条の２第１項中「第１２条第４項」を「第１４条第４項」

に改め、同条第３項第１号、第３号及び第４号並びに第４項

中「又は景観」を削る。

第１６条の３第１項中「第１２条第４項第１号」を「第１４条第

４項第１号」に改め、同項第５号中「又は景観」を削り、同

項第６号中「において」を「が定められており、かつ」に改

め、同条第２項中「第１２条第４項第１号」を「第１４条第４項

第１号」に、「条例第１２条第４項の」を「同項の」に改め、

同条第３項から第６項までの規定中「第１２条第４項第１号」

を「第１４条第４項第１号」に改め、同条第７項中「第１２条第

４項第１号」を「第１４条第４項第１号」に改め、同項第５号

中「又は景観」を削り、同条第８項中「第１２条第４項第１号

」を「第１４条第４項第１号」に改め、同条第９項中「第１２条

第４項第１号」を「第１４条第４項第１号」に、同項第７号イ

中「第１２条第４項」を「第１４条第４項」に改め、同項第８号

中「又は景観」を削り、同条第１０項中「第１２条第４項第１号

」を「第１４条第４項第１号」に改め、同項第１０号中「又は景

観」を削り、同条第１１項中「第１２条第４項第１号」を「第１４

条第４項第１号」に改め、同項第２号中「又は景観」を削り

、同条第１２項中「第１２条第４項第１号」を「第１４条第４項第
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１号」に改め、同条第１３項中「第１２条第４項第２号」を「第

１４条第４項第２号」に改め、同条第１４項中「第１２条第４項第

３号」を「第１４条第４項第３号」に改め、同条第１５項中「第

１２条第４項第３号」を「第１４条第４項第３号」に改め、同項

第１号中「第１２条第４項」を「第１４条第４項」に改め、同号

エ中「において」を「が定められており、かつ」に改め、同

項第５号中「、第１号アの規定の例によるほか」を削り、同

条第１６項中「第１２条第４項第４号」を「第１４条第４項第４号

」に改め、同項第２号中「又は景観」を削り、同条第１７項中

「第１２条第４項第４号の２」を「第１４条第４項第５号」に改

め、同条第１８項中「第１２条第４項第４号の３」を「第１４条第

４項第６項」に改め、同項第１号カ及び第２号オ中「又は景

観」を削り、同条第２５項中「第１２項第４項各号」を「第１４条

第４項各号」に改め、同項第１号及び第２号中「又は景観」

を削り、同項第３号中「第１２条第４項」を「第１４条第４項」

に改め、同項を同条第２６項とし、同条第２４項中「第１２条第４

項各号」を「第１４条第４項各号」に改め、同項を同条第２５項

とし、同条第２３項中「第１２条第４項第９号」を「第１４条第４

項第１３号及び第１４号」に改め、同項を同条第２４項とし、同条

第２２項中「第１２条第４項第８号」を「第１４条第４項第１２号」

に改め、「又は景観」を削り、同項を同条第２３項とし、同条

第２１項中「第１２条第４項第７号」を「第１４条第４項第１０号及

び第１１号」に改め、同項第２号中「、又は」を「若しくは」

に改め、「とする植物」の下に「、捕獲し若しくは殺傷しよ

うとする動物又は採取し若しくは損傷しようとする卵に係る

動物」を加え、同号ただし書中「当該植物」を「当該動植物

」に改め、同項を同条第２２項とし、同条第２０項中「第１２条第

４項第６号」を「第１４条第４項第９号」に改め、同項第２号

中「を建築する」を「その他の工作物を設置する」に改め、

「その他土地を階段状に造成するため」を削り、同号の次に

次の１号を加え、同項を同条第２１項とする。

�の２ 土地を階段状に造成するものでないこと（農林漁

業を営むために必要と認められるものを除く。）。

第１６条の３第１９項中「第１２条第４項第５号」を「第１４条第

４項第８号」に改め、同項第１号イ�中「若しくは景観」を
削り、同項第３号中「又は景観」を削り、同項を同条第２０項

とし、同条第１８項の次に次の１項を加える。

１９ 条例第１４条第４項第７号に掲げる行為に係る許可基準は

、次のとおりとする。ただし、地域住民の日常生活の維持

のために必要と認められるもの若しくは農林漁業に付随し

て行われるものであつて第５号から第９号までに掲げる基

準に適合するもの又は公益上必要であつて第３号及び第５

号から第９号までに掲げる基準に適合するものについては

、この限りでない。

� 第１種特別地域又は第２種特別地域若しくは第３種特

別地域のうち植生の復元が困難な地域等若しくは自然草

地等内において行われるものでないこと。

� 廃棄物（廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５

年法律第１３７号）第２条第１項に規定する廃棄物をいう

。以下同じ。）を集積し、又は貯蔵するものでないこと

。

� 申請に係る場所以外の場所においてはその目的を達成

することができないと認められるものであること。

� 自然的、社会経済的条件にかんがみ、集積又は貯蔵の

期間及び規模が必要最小限と認められるものであること

。

� 集積し、又は貯蔵する物が樹木その他の遮へい物によ

り利用施設等その他の主要な公園利用地点から明瞭に望

見されるものでないこと。

	 集積し、又は貯蔵する高さが１０メートルを超えないも

のであること。


 集積し、又は貯蔵する土地の外周線が、公園事業道路

等の路肩から２０メートル以上、それ以外の道路の路肩か

ら５メートル以上離れていること。

� 集積し、又は貯蔵する土地の外周線が敷地境界線から

５メートル以上離れていること。

� 集積し、又は貯蔵する物が崩壊し、飛散し、及び流出

するおそれがないこと。
きん

 支障木の伐採が僅少であること。

� 集積又は貯蔵に係る跡地の整理に関する計画が定めら

れており、かつ、当該跡地の整理を適切に行うこととさ

れているものであること。

第１６条の３の次に次の１条を加える。

（土地所有者等との協議）

第１６条の４ 知事は、条例第１４条第４項第１３号の区域の指定

に当たつては、その区域内の土地について所有権、地上権

又は賃借権（臨時設備その他一時使用のため設定されたこ

とが明らかなものを除く。）を有する者（以下「土地所有

者等」という。）の財産権を尊重し、土地所有者等と協議

するものとする。

第１７条中「第１２条第９項第２号」を「第１４条第９項第３号

」に改め、同条第６号中「第１２条第４項」を「第１４条第４項

」に改め、同条第２５号の２の次に次の１０号を加える。

�の３ １．５メートル以下の高さで、かつ、１０平方メート

ル以下の面積で物を集積し、又は貯蔵すること。

�の４ 耕作の事業に伴う物の集積又は貯蔵で明らかに風

致の維持に支障のないもの

�の５ 森林の整備又は木材の生産に伴い発生する根株、

伐採木又は枝条を森林内に集積し、又は貯蔵すること。

�の６ 木材の加工又は流通の事業に伴い発生する木くず

を集積し、又は貯蔵すること。

�の７ 河川法第３条第１項に規定する河川その他の公共

の用に供する水路の管理のために必要な物を集積し、又

は貯蔵すること。

�の８ 砂防法第１条に規定する砂防設備の管理又は維持

のために必要な物を集積し、又は貯蔵すること。

�の９ 海岸法第２条第２項に規定する一般公共海岸区域

若しくは同法第３条第１項に規定する海岸保全区域の管

理のために必要な物を集積し、又は貯蔵すること。

�の１０ 地すべり等防止法第３条第１項に規定する地すべ

り防止区域の管理のために必要な物を集積し、又は貯蔵

すること。

�の１１ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第

３条第１項に規定する急傾斜地崩壊危険区域の管理のた

めに必要な物を集積し、又は貯蔵すること。

�の１２ 港湾法第２条第５項に規定する港湾施設において
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荷役の目的に必要な物を集積し、又は貯蔵すること。

第１７条第２６号中「おける」を「ある」に、「第１２条第４項

第７号」を「第１４条第４項第１０号」に改め、同号の次に次の

４号を加える。

�の２ 有害なねずみ族、昆虫等を捕獲し、若しくは殺傷

し、又はそれらの卵を採取し、若しくは損傷すること。

�の３ 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成

１４年法律第８８号）第９条第１項の規定による知事の許可

に係る鳥獣を捕獲し、若しくは殺傷し、又はそれらの卵

を採取し、若しくは損傷すること。

�の４ 傷病その他の理由により緊急に保護を要する動物

を捕獲し、又はそれらの卵を採取すること。

�の５ 魚介類を捕獲し、又は殺傷すること。

第１７条中第２８号の１３を第２８号の２９とし、第２８号の２から第

２８号の１２までを１６号ずつ繰り下げ、第２８号の次に次の１６号を

加える。

�の２ 農業を営むために通常行われる行為のために立ち

入ること。

�の３ 森林の保護管理のために立ち入ること。

�の４ 林道の整備に当たつて必要な事前調査のために立

ち入ること。

�の５ 森林法第２５条若しくは第２５条の２に規定する保安

林、同法第２９条若しくは第３０条の２に規定する保安林予

定森林、同法第４１条に規定する保安施設地区若しくは同

法第４４条に規定する保安施設地区の指定に係る予定地の

管理若しくはそれらの指定を目的とする調査又は同法第

４１条第１項若しくは第３項に規定する保安施設事業の実

施に当たつて必要な事前調査のために立ち入ること。

�の６ 河川法第３条第１項に規定する河川その他の公共

の用に供する水路の管理又はその指定を目的とする調査

（同法第６条第１項に規定する河川区域の指定、同法第

５４条第１項の規定による河川保全区域の指定又は同法第

５６条第１項の規定による河川予定地の指定を目的とする

ものを含む。）のために立ち入ること。

�の７ 砂防法第１条に規定する砂防設備の管理若しくは

維持又は同法第２条の規定により指定された土地の監視

のために立ち入ること。

�の８ 海岸法第２条第２項に規定する一般公共海岸区域

又は同法第３条第１項に規定する海岸保全区域の管理の

ために立ち入ること。

�の９ 地すべり等防止法第２条第４項に規定する地すべ

り防止工事の実施に当たつて必要な事前調査、同法第３

条第１項に規定する地すべり防止区域の管理又は同項の

規定による地すべり防止区域の指定を目的とする調査の

ために立ち入ること。

�の１０ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第

３条第１項に規定する急傾斜地崩壊危険区域の管理又は

同項の規定による急傾斜地崩壊危険区域の指定を目的と

する調査のために立ち入ること。

�の１１ 文化財保護法第６９条第１項に規定する史跡名勝天

然記念物の管理又は復旧のために立ち入ること。

�の１２ 測量法第３条の規定による測量のために立ち入る

こと。

�の１３ 土地又は木竹の所有者又は使用及び収益を目的と

する権利を有する者がその所有又は権利に係る土地にお

ける行為を行うために立ち入ること。

�の１４ 条例第１４条第４項第１３号の規定により知事が指定

する区域内に存する施設の維持管理を行うために立ち入

ること。

�の１５ 条例第１４条第４項第１３号の規定により知事が指定

する区域の隣接地において、同項の許可を受けた行為又

はこの条の各号に規定する行為を行うため、やむを得ず

通過する目的で立ち入ること。

�の１６ 犯罪の予防又は捜査、遭難者の救助その他これら

に類する業務を行うために立ち入ること。

�の１７ 法令の規定による検査、調査その他これらに類す

る行為を行うために立ち入ること。

第１７条の２第１項及び第３項中「第１４条第１項」を「第２５

条第１項」に改め、同条を第１７条の１３とし、第１７条の次に次

の１１条を加える。

（土地所有者等との協議）

第１７条の２ 知事は、利用調整地区の指定に当たつては、そ

の区域内の土地所有者等の財産権を尊重し、土地所有者等

と協議するものとする。

（利用調整地区における認定等を要しない行為）

第１７条の３ 条例第１５条第３項第５号に規定する規則で定め

る行為は、自然公園の利用者以外の者が行うものであつて

次に掲げるものとする。

� 特別地域内で行われる行為で次に掲げるもの

ア 第１７条第６号、第６号の２、第７号（港湾施設及び

航路標識その他船舶の交通の安全を確保するために必

要な施設に係る部分に限る。）、第７号の２、第８号

、第１０号の２、第１０号の４、第１４号、第１５号、第２３号

、第２５号、第２５号の２、第２６号の３、第２８号の１８、第

２８号の２７又は第２９号に掲げる行為

イ 農林漁業を営むために行う第１７条第１号、第４号、

第５号、第１８号及び第２６号の２に掲げる行為

� 農業を営むために通常行われる行為

� 森林の保護管理のために行われる行為

� 林道の整備に当たつて必要な事前調査を行うこと。

� 森林法第２５条若しくは第２５条の２に規定する保安林、

同法第２９条若しくは第３０条の２に規定する保安林予定森

林、同法第４１条に規定する保安施設地区若しくは同法第

４４条に規定する保安施設地区の予定に係る予定地の管理

若しくはそれらの指定を目的とする調査又は同法第４１条

第１項若しくは第３項に規定する保安施設事業の実施に

当たつて必要な事前調査を行うこと。

	 漁業を営むために通常行われる行為


 漁業取締りの業務を行うこと。

� 河川法第３条第１項に規定する河川その他の公共の用

に供する水路の管理又はその指定を目的とする調査（同

法第６条第１項に規定する河川区域の指定、同法第５４条

第１項の規定による河川保全区域の指定又は同法第５６条

第１項の規定による河川予定地の指定を目的とするもの

を含む。）を行うこと。

� 砂防法第１条に規定する砂防設備の管理若しくは維持
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又は同法第２条の規定により指定された土地の監視を行

うこと。

 海岸法第２条第２項に規定する一般公共海岸区域又は

同法第３条第１項に規定する海岸保全区域の管理を行う

こと。

� 地すべり等防止法第２条第４項に規定する地すべり防

止工事の実施に当たつて必要な事前調査、同法第３条第

１項に規定する地すべり防止区域の管理又は同項の規定

による地すべり防止区域の指定を目的とする調査を行う

こと。

� 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条

第１項に規定する急傾斜地崩壊危険区域の管理又は同項

の規定による急傾斜地崩壊危険区域の指定を目的とする

調査を行うこと。

� 航路標識の維持管理その他の船舶の交通の安全を確保

するための行為

� 鉱業権を有する者が行う第１７条第１８号又は第１９号に掲

げる行為

� 文化財保護法第６９条第１項に規定する史跡名勝天然記

念物の管理又は復旧を行うこと。

� 測量法第３条の規定による測量を行うこと。

� 土地又は木竹の所有者又は使用及び収益を目的とする

権利を有する者がその所有又は権利に係る土地において

行う行為

� 利用調整地区の区域内に存する施設を維持管理する行

為

� 利用調整地区以外の区域において、この条の各号に規

定する行為を行うため、やむを得ず通過すること。

� 国又は地方公共団体が法令に基づきその任務とされて

いる遭難者を救助するための業務（当該業務及び非常災

害に対処するための業務に係る訓練を含む。）、犯罪の

予防又は捜査その他の公共の秩序を維持するための業務

、交通の安全を確保するための業務、水路業務その他こ

れらに類する業務を行うこと。

� 法令の規定による検査、調査その他これらに類する行

為

� 前各号に掲げる行為に附帯する行為

（立入りの認定の基準）

第１７条の４ 条例第１６条第１項第２号に規定する規則で定め

る基準は、次に掲げるものとする。

� 利用調整地区の区域内の風致の維持とその適正な利用

に支障を及ぼすおそれがないものとして知事が利用調整

地区ごとに定める人数の範囲内であること。

� 利用調整地区の区域内の風致の維持とその適正な利用

に支障を及ぼすおそれがないものとして知事が利用調整

地区ごとに定める期間内であること。

� 利用調整地区において、風致の維持とその適正な利用

に支障を及ぼすおそれのあるものとして次に掲げる行為

を行うものでないこと。

ア 生きている動植物（食用に供するもの及び身体障害

者補助犬法（平成１４年法律第４９号）第２条に規定する

身体障害者補助犬を除く。）を故意に持ち込むこと。
えさ

イ 野生動物に餌を与えること。

ウ 野生動物の生息状態に影響を及ぼす方法として知事

が利用調整地区ごとに定める方法により撮影、録音、

観察その他の行為を行うこと。

エ ごみその他の汚物又は廃物を捨て、又は放置するこ

と。

オ 球技その他これに類する野外スポーツをすること。

カ 非常の場合を除き、屋外において花火、拡声機その

他これらに類するものを用い、必要以上に大きな音又

は強い光を発すること。

� 知事が利用調整地区ごとに定める注意事項を守るとと

もに、自己の責任において立ち入るものであること。

� 前各号に掲げるもののほか、利用調整地区内の風致の

維持とその適正な利用に支障を及ぼすおそれがないもの

として知事が利用調整地区ごとに定める基準に適合する

ものであること。

（立入りの認定の申請）

第１７条の５ 条例第１６条第２項の規定による認定の申請は、

次に掲げる事項を記載した申請書を知事又は指定認定機関

に提出して行うものとする。

� 申請者の住所及び氏名

� 立ち入ろうとする利用調整地区の名称

� 立ち入ろうとする期間

� 立入りの目的

� 立入りの方法

	 前各号に掲げるもののほか、その他必要な事項

２ 前項の申請書には、利用者が前条第３号から第５号まで

の基準を遵守して立ち入ることを約する書面を添付しなけ

ればならない。

（立入認定証の記載事項）

第１７条の６ 条例第１６条第４項の立入認定証には、次に掲げ

る事項を記載するものとする。

� 利用調整地区の名称

� 立入認定証の有効期間

� 立入認定証を受けた者の氏名

� 前３号に掲げるもののほか、その他必要な事項

２ 知事又は指定認定機関は、前項の立入認定証の交付に際

して、利用者に対し、第１７条の４第４号に規定する注意事

項その他の利用調整地区の区域内の風致の維持及びその適

正な利用を図るために必要な事項について、書類の交付そ

の他の適切な方法により、説明を行うものとする。

（立入認定証の再交付）

第１７条の７ 条例第１６条第５項の規定による立入認定証の再

交付の申請は、次に掲げる事項を記載した申請書を知事又

は指定認定機関に提出して行うものとする。

� 申請者の住所及び氏名

� 認定を受けた利用調整地区の名称

� 立入認定証の番号及び交付年月日

� 立入認定証を亡失し、又は立入認定証が滅失した事情

（指定認定機関の指定の申請等）

第１７条の８ 条例第１７条第２項の規定による指定の申請は、

次に掲げる事項を記載した申請書を知事に提出して行うも

のとする。

� 氏名及び住所（法人にあつては、その名称、代表者の
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氏名及び主たる事務所の所在地）

� 認定関係事務を行おうとする事務所の所在地

� 認定関係事務を行おうとする利用調整地区の名称

� 認定関係事務を開始しようとする年月日

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければな

らない。

� 定款又は寄附行為及び登記簿の謄本又はこれらに準ず

るもの

� 申請の日の属する事業年度の直前の事業年度の貸借対

照表及び当該事業年度末の財産目録又はこれらに準ずる

もの（申請の日の属する事業年度に設立された法人にあ

つては、その設立時における財産目録）

� 申請者が法人である場合は、役員の氏名及び履歴を記

載した書類

� 認定関係事務の実施の方法に関する計画を記載した書

類

� 申請者が条例第１７条第３項各号の規定に該当しないこ

とを説明した書類

	 前各号に掲げるもののほか、その他参考となる事項を

記載した書類

（認定関係事務の実施に関する規程の認可の申請等）

第１７条の９ 条例第１９条第１項前段の規定による認可の申請

は、その旨を記載した申請書に認定関係事務の実施に関す

る規程を添えて、これを知事に提出して行うものとする。

２ 条例第１９条第１項後段の規定による認可の申請は、次に

掲げる事項を記載した申請書を知事に提出して行うものと

する。

� 変更しようとする事項

� 変更しようとする年月日

� 変更の理由

（事業計画等の認可の申請等）

第１７条の１０ 条例第１９条第２項前段の規定による認可の申請

は、その旨を記載した申請書に事業計画書及び収支予算書

を添えて、これを知事に提出して行うものとする。

２ 条例第１９条第２項後段の規定による認可の申請は、次に

掲げる事項を記載した申請書を知事に提出して行うものと

する。

� 変更しようとする事項

� 変更しようとする年月日

� 変更の理由

（認定関係事務の休廃止の許可の申請）

第１７条の１１ 条例第１９条第４項の規定による許可の申請は、

次に掲げる事項を記載した申請書を知事に提出して行うも

のとする。

� 休止し、又は廃止しようとする認定関係事務の範囲

� 休止し、又は廃止しようとする年月日

� 休止しようとする場合にあつては、その期間

� 休止又は廃止の理由

（認定関係事務の引継ぎ等）

第１７条の１２ 指定認定機関は、知事が条例第１９条第５項の規

定により認定関係事務の全部若しくは一部を自ら行う場合

、同条第４項の許可を受けて認定関係事務の全部若しくは

一部を廃止する場合又は知事が条例第２１条第２項若しくは

第３項の規定により指定を取り消した場合には、次に掲げ

る事項を行わなければならない。

� 認定関係事務を知事に引き継ぐこと。

� 認定関係事務に関する帳簿及び書類を知事に引き継ぐ

こと。

� その他知事が必要と認める事項

第１８条中「第１４条第１項第１号」を「第２５条第１項第１号

」に改める。

第１９条中「第１４条第７項第２号」を「第２５条第７項第３号

」に改める。

第１９条の２第１項中「第１２条第６項」を「第１４条第６項」

に、同条第２項中「第１２条第７項」を「第１４条第７項」に改

める。

第１９条の３第１項中「第１２条第４項」を「第１４条第４項」

に、「第１４条第１項」を「第２５条第１項」に、「第１７条の２

第２項」を「第１７条の１３第２項」に改め、同条第３項中「第

１２条第４項」を「第１４条第４項」に、「第１４条第１項」を「

第２５条第１項」に改める。

第４章を第５章とし、第３章の次に次の１章を加える。

第４章 風景地保護協定及び公園管理団体

（風景地保護協定の基準）

第１９条の４ 条例第３０条第３項第３号に規定する規則で定め

る基準は、次に掲げるものとする。

� 風景地保護協定区域は、その境界が明確に定められて

いなければならない。

� 風景地保護協定区域は、現に耕作の目的又は耕作若し

くは養畜の業務のための採草若しくは家畜の放牧の目的

（以下「耕作の目的等」という。）に供されておらず、

かつ、引き続き耕作の目的等に供されないと見込まれる

農用地以外の農用地を含んではならない。

� 風景地保護協定区域内の自然の風景地の管理の方法に

関する事項は、枯損した木竹又は危険な木竹の伐採、木

竹の本数の調整、整枝、火入れ、草刈り、植栽、病害虫

の防除、植生の保全又は復元、歩道等施設の維持又は補

修その他これらに類する事項で、自然の風景地の保護に

関連して必要とされるものでなければならない。

� 風景地保護協定区域内の自然の風景地の保護に関連し

て必要とされる施設の整備に関する事項は、植生の保全

又は復元のための施設、巣箱、管理用通路、さくその他

これらに類する施設の整備に関する事項で、自然の風景

地の適正な保護に資するものでなければならない。

� 風景地保護協定の有効期間は、５年以上２０年以下でな

ければならない。

	 風景地保護協定に違反した場合の措置は、違反した者

に対して不当に重い負担を課するものであつてはならな

い。


 風景地保護協定は、関係法令及び関係法令に基づく計

画と整合性のとれたものでなければならない。

� 風景地保護協定は、河川法又は海岸法その他これらの

関係法令の規定に基づく公共用物の管理に特段の支障が

生じないものでなければならない。

（風景地保護協定の公告）

第１９条の５ 条例第３１条第１項（条例第３４条において準用す
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る場合を含む。）の規定による公告は、次に掲げる事項に

ついて、公報、掲示その他の方法で行うものとする。

� 風景地保護協定の名称

� 風景地保護協定区域

� 風景地保護協定の有効期間

� 風景地保護協定区域内の自然の風景地の管理の方法

� 風景地保護協定区域内の自然の風景地の保護に関連し

て必要とされる施設が定められたときは、その施設

	 風景地保護協定の縦覧場所

第１９条の６ 前条の規定は、条例第３３条（条例第３４条におい

て準用する場合を含む。）の規定による公告について準用

する。

（公園管理団体の指定基準）

第１９条の７ 条例第３６条第１項の規定による公園管理団体の

指定は、次に掲げる基準に適合していると認められるもの

について行うものとする。

� 自然の風景地の保護とその適正な利用の推進を目的と

するものであること。

� 自然環境に関する科学的知見を有していることその他

条例第３７条各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うこと

ができる技術的な基礎を有するものであること。

� 十分な活動実績を有していることその他条例第３７条各

号に掲げる業務を適正かつ確実に行うことができる人員

及び財政的基礎を有するものであること。

� 営利を目的としないことその他条例第３７条各号に掲げ

る業務を公正かつ適確に行うことができるものであるこ

と。

第２０条中「第１６条第３項、第１８条第３項」を「第２２条第２

項、第２７条第３項、第２９条第３項」に、「第１９条第４項」を

「第４２条第４項」に改める。

第２１条中「第２０条第３項」を「第４３条第３項」に改める。

様式第７号（その１１）を同様式（その１４）とし、同様式（

その１０）を同様式（その１２）とし、同様式（その１２）の次に

次の１様式を加える。
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様式第７号（その１３）

特別地域内指定区域内への立入り許可申請書

年 月 日
愛媛県知事 殿

申請者 氏名又は名称及び住所並
びに法人又は組合にあつ �
ては、その代表者の氏名

自 然 公 園 の 名 称

行 為 の 目 的

行 為 の 場 所 市 町
大字 字 番地郡 村

行 為 地 及 び そ の
付 近 の 状 況

立ち入る者の人数及び
氏 名 並 び に 期 間

立ち入る経路又は範囲

立 ち 入 る 方 法

行 為 予 定 期 日
着 手 年 月 日

完 了 年 月 日

関係法令による手続の
進 ち よ く 状 況

備 考

注 １ 記名押印に代えて署名することができる。
２ 「行為地及びその付近の状況」欄には、傾斜地（急緩の別）、平坦地等の別及び
林地、伐採跡地、草生地等の別を記入すること。

３ 「立ち入る者の人数及び氏名並びに期間」欄には、申請者を含めた人数、全員の
氏名及び立入り期間を記入すること。

４ 「立ち入る方法」欄には、１日２回通行する、特定の場所にとどまつて調査を行
う等、行為地内での活動状況、頻度等を記入すること。

５ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

愛 媛 県 報平成１５年６月２７日 第１４６９号

７２１



様式第７号（その９）を同様式（その１０）とし、同様式（

その１０）の次に次の１様式を加える。

愛 媛 県 報平成１５年６月２７日 第１４６９号

７２２



様式第７号（その１１）

特別地域内動物の捕獲（殺傷）（動物
の卵の採取（損傷））許可申請書

年 月 日
愛媛県知事 殿

申請者 氏名又は名称及び住所並
びに法人又は組合にあつ �
ては、その代表者の氏名

自然公園の名称

行 為 の 目 的

行 為 の 場 所 市 町
大字 字 番地郡 村

行 為 地 及 び
その付近の状況

動物（卵）の
種 類

行為の施行方法

捕獲（殺傷）（採取
（損傷））物の数量

捕獲（殺傷）（採取
（損傷））の 方 法

行為予定期日
着 手 年 月 日

完 了 年 月 日

関 係 法 令 に
よ る 手 続 の
進ちよく状況

備 考

注 １ 不要の文字は、抹消すること。

２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 「行為地及びその付近の状況」欄には、傾斜地（急緩の別）、平坦地等の別及び林地

、伐採跡地、草生地等の別を記入すること。

４ 「捕獲（殺傷）（採取（損傷））の方法」欄には、捕獲（殺傷）（採取（損傷））の方

法、使用器具の名称等を記入すること。

５ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

愛 媛 県 報平成１５年６月２７日 第１４６９号

７２３



様式第７号（その８）を同様式（その９）とし、同様式（

その７）を同様式（その８）とし、同様式（その６）の次に

次の１様式を加える。

愛 媛 県 報平成１５年６月２７日 第１４６９号

７２４



様式第７号（その７）

特別地域内物の集積（貯蔵）許可申請書

年 月 日

愛媛県知事 殿

申請者 氏名又は名称及び住所並
びに法人又は組合にあつ �
ては、その代表者の氏名

自然公園の名称

行 為 の 目 的

行 為 の 場 所
市 町

大字 字 番地
郡 村

行為地及びその
付近の状況

集積（貯蔵）物
の種類

行為の施行方法

集積（貯蔵）方法

土地使用面積及び集
積（貯蔵）する高さ

関 連 行 為 の 概 要

集積（貯蔵）設備

行為予定期日
着 手 年 月 日

完 了 年 月 日

関係法令による
手続の進ちよく
状況

備 考

注 １ 不要の文字は、抹消すること。
２ 記名押印に代えて署名することができる。
３ 「行為地及びその付近の状況」欄には、傾斜地（急緩の別）、平坦地等の別及び
林地、伐採跡地、草生地等の別を記入すること。

４ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

愛 媛 県 報平成１５年６月２７日 第１４６９号

７２５



様式第１２号を次のように改める。

愛 媛 県 報平成１５年６月２７日 第１４６９号

７２６



様式第１２号（第２０条関係） 身分証明書

（表）

第 号

身 分 証 明 書

写 真

ち よ う 付

所 属

職 名

氏 名

上記の者は、愛媛県県立自然公園条例（昭和３３年愛媛県条例第５０号）第２２条第１項、第２７条第

２項、第２９条第２項及び第４２条第１項並びに愛媛県県立自然公園条例施行規則（昭和３４年愛媛県

規則第２９号）第１１条第１項（同規則第１５条の規定において準用する場合を含む。）の規定に基づ

き、指定認定機関に対する立入検査、愛媛県立自然公園の保護又は利用のために必要な立入検査

、指示等若しくは実地調査のための立入り、標識の設置等又は公園事業の執行に関し立入検査等

を行う職員であることを証明する。

年 月 日 交付

愛媛県知事 �

愛媛県県立自然公園条例（抄）

（報告徴収及び立入検査）

第２２条 知事は、第１６条から第２３条までの規定の施行に必要な限度において、指定認定機関に対

し、その認定関係事務に関し報告を求め、又はその職員に、指定認定機関の事務所に立ち入り

、指定認定機関の帳簿、書類その他必要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させること

ができる。

２ 前項の規定による立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示し

なければならない。

３ 第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

（報告の徴収及び立入検査）

第２７条 知事は、自然公園の保護のために必要があると認めるときは、第１４条第４項若しくは第

１５条第３項第６号の規定による許可を受けた者又は第２５条第２項の規定により行為を制限され

、若しくは必要な措置をとるべき旨を命ぜられた者に対して、当該行為の実施状況その他必要

な事項について報告を求めることができる。

２ 知事は、第１４条第４項、第１５条第３項第６号、第２５条第２項又は前条の規定による処分をす

るために必要があると認めるときは、その必要な限度において、当該職員をして、自然公園の

区域内の土地若しくは建物内に立ち入らせ、第１４条第４項各号、第１５条第３項第６号若しくは

第２５条第１項各号に掲げる行為の実施状況を検査させ、又はこれらの行為の風景に及ぼす影響

を調査させることができる。

３ 前項に規定する職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があるときは、これ

を提示しなければならない。

４ 第１項及び第２項の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

愛 媛 県 報平成１５年６月２７日 第１４６９号

７２７



（裏）

（利用のための規制）
第２９条 自然公園の特別地域又は集団施設地区内においては、何人も、みだりに次の各号に掲げ
る行為をしてはならない。
� 当該自然公園の利用者に著しく不快の念を起こさせるような方法で、ごみその他の汚物又
は廃物を捨て、又は放置すること。

� 著しく悪臭を発散させ、拡声機、ラジオ等により著しく騒音を発し、展望所、休憩所等を
ほしいままに占拠し、嫌悪の情を催させるような仕方で客引きをし、その他当該自然公園の
利用者に著しく迷惑をかけること。

２ 県の当該職員は、特別地域又は集団施設地区内において前項第２号に掲げる行為をしている
者があるときは、その行為をやめるべきことを指示することができる。

３ 前項に規定する職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があるときは、これ
を提示しなければならない。
（実地調査）

第４２条 知事は、自然公園の指定、公園計画の決定又は公園事業の決定若しくは執行に関し、実
地調査のため必要があるときは、当該職員をして、他人の土地に立ち入らせ、標識を設置させ
、測量させ、又は実地調査の障害となる木竹若しくは垣、さく等を伐採させ、若しくは除去さ
せることができる。ただし、道路法その他の法律又は条例に実地調査に関する規定があるとき
は、当該規定の定めるところによる。

２ 知事は、当該職員をして前項の規定による行為をさせようとするときは、あらかじめ、土地
の所有者（所有者の住所が明らかでないときは、その占有者。この条において以下同じ。）及
び占有者並びに木竹又は垣、さく等の所有者にその旨を通知し、意見書を提出する機会を与え
なければならない。

３ 第１項の職員は、日出前及び日没後においては、宅地又は垣、さく等で囲まれた土地に立ち
入つてはならない。

４ 第１項の職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があるときは、これを提示
しなければならない。

５ 土地の所有者若しくは占有者又は木竹若しくは垣、さく等の所有者は、正当な理由がない限
り、第１項の規定による立入り又は標識の設置その他の行為を拒み、又は妨げてはならない。

愛媛県県立自然公園条例施行規則（抄）
（報告の徴収及び立入検査）

第１１条 知事は、公園事業者に対し、公園事業の執行に関し報告を命じ、又は当該職員に公園事
業に係る施設に立ち入らせ、その設備及び帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは公園事
業の執行に関し質問をさせることができる。

２ 前項の職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があるときは、これを提示し
なければならない。

３ 公園事業者は、正当な理由がない限り、第１項の規定による立入検査を拒み、妨げ、若しく
は忌避し、又は同項の規定による質問に対し、虚偽の陳述をしてはならない。

注 証明書の大きさは、日本工業規格Ａ６とし、中央の点線から二つ折とすること。

愛 媛 県 報平成１５年６月２７日 第１４６９号

７２８



附 則

この規則は、平成１５年７月１日から施行する。

�������
�愛媛県規則第５２号
愛媛県会計規則の一部を改正する規則を次のように定める

。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県会計規則の一部を改正する規則

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）の一部を次

のように改正する。

第１３３条に次の１項を加える。

４ 契約担当者は、工事の請負契約並びに工事に関する調査

、測量及び設計の業務の委託契約（以下「工事の請負契約

等」という。）については、第１項の規定による予定価格

を当該工事の請負契約等に係る入札を執行する前に公表し

なければならない。この場合において、当該工事の請負契

約等に係る予定価格を記載した書面は、前項の規定にかか

わらず、封書にすることを要しない。

附則第１８項を削る。

附 則

１ この規則は、平成１５年７月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県会計規則第１３３条第４項の規定は、この

規則の施行の日以後に一般競争入札の公告又は指名競争入

札の参加者の指名を行う工事の請負契約並びに工事に関す

る調査、測量及び設計の業務の委託契約（以下「工事の請

負契約等」という。）について適用し、同日前に一般競争

入札の公告又は指名競争入札の参加者の指名を行った工事

の請負契約等については、なお従前の例による。

告 示

�愛媛県告示第１３８６号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく

特定施設の構造等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に

規定する書面は、愛媛県庁及び伊方町役場において告示の日

から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

香川県高松市丸の内２番５号

四国電力株式会社

取締役社長 大西 淳

２ 工場・事業場の名称及び所在地

四国電力株式会社 伊方発電所

西宇和郡伊方町九町コチワキ３番耕地４０の３

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第

１第７２号

４ 変更しようとする事項の内容

汚水等の処理の方法等の変更

５ 汚水等の処理施設に関する事項

１・２号総合排水処理装置

６ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

変更なし。

�������
�愛媛県告示第１３８７号
愛媛県県立自然公園条例（昭和３３年愛媛県条例第５０号）第

１４条第４項第７号の規定に基づき、知事の許可を受けなけれ

ば屋外において集積し、又は貯蔵してはならない物を次のと

おり指定し、平成１５年７月１日から施行する。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

土石、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律

第１３７号）第２条第１項に規定する廃棄物、資源の有効な利

用の促進に関する法律（平成３年法律第４８号）第２条第４項

に規定する再生資源及び同条第５項に規定する再生部品

使 用 開 始 の 年 月 日 昭和５２年９月

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 幅 １９．５５メートル
奥行 ５０．３０メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２，４００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 砂ろ過、 調整

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～９．８

最大 ５．８～９．８

通常 ６．５～８．５

最大 ６．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８４

最大 ８６

通常 １０

最大 １５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３２

最大 ３３

通常 １５

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２７

最大 ４５

通常 ２７

最大 ４５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ２

通常 ２

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，４７３

最大 １，６９２

愛 媛 県 報平成１５年６月２７日 第１４６９号

７２９



�愛媛県告示第１３８８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３８９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、次のとおり指定居宅介護支援事業者を指定した。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０３３７５ 医療法人 たくま会 松山市保免上２丁目３
番１０号 通所介護 デイサービス せと 愛媛県松山市余戸南２

丁目１９番３３号 平成１５年５月１２日

３８７０１０３３６７ 日立コンシューマ・マ
ーケティング株式会社

東京都港区西新橋２丁
目１５番１２号 福祉用具貸与

日立コンシューマ・マ
ーケティング株式会社
中四国社 愛媛支店

愛媛県松山市内宮町２０
０７番地 平成１５年５月１２日

３８７０１０３３８３ 有限会社 創夢会 松山市石風呂町４００番
地 訪問介護 すみれ野介護サービス

センター
愛媛県松山市石風呂町
４００番地 平成１５年５月１９日

３８７０１０３３５９ コンピューターシステ
ム株式会社

松山市三番町７丁目１３
番１３号 福祉用具貸与

コンピューターシステ
ム株式会社 介護福祉
事業部 こころ

愛媛県松山市三番町７
丁目１３番地１３ミツネビ
ル６階

平成１５年５月１日

３８１０１１１３９７ 愛媛医療生活協同組合 松山市中村３丁目１番
１号

通所リハビリテ
ーション 城北診療所 愛媛県松山市姫原３丁

目７－１７ 平成１５年５月１日

３８７３５００６０１ 株式会社 ケアメイツ
・ネットワーク

松山市天山２丁目５番
５号 訪問介護 アトムケアサポート砥

部
愛媛県伊予郡砥部町高
尾田７１８番地 平成１５年５月１日

３８７０２００６６８ 株式会社 セカイフジ 今治市中日吉町１丁目
５番３４号 福祉用具貸与 アズモア ケアサービ

ス
愛媛県今治市上徳字徳
久甲７１１番地１ 平成１５年５月１日

３８７１１００２８９ 社会福祉法人聖カタリ
ナ

北条市中西内２５０番地
２

短期入所生活介
護

指定短期入所生活介護
事業所聖マルチンの家

愛媛県北条市中西内２５
０番地２ 平成１５年５月１日

３８７３２００７２３ 社会福祉法人鷲峰会 越智郡上浦町大字井口
３８６５番地１

短期入所生活介
護

短期入所生活介護事業
所多々羅の里

愛媛県越智郡上浦町大
字井口３８６５番地１ 平成１５年５月１日

３８７１２００２６１ 有限会社 どうぜんサ
ービス 東予市石田８６４番地 訪問介護 有限会社 どうぜんサ

ービス
愛媛県東予市石田８６４
番地 平成１５年５月１日

３８７３６００３３６ 宮脇商会 有限会社 喜多郡五十崎町大字平
岡甲６３番地の１ 福祉用具貸与 宮脇商会 有限会社 愛媛県喜多郡五十崎町

大字平岡甲６３番地の１ 平成１５年５月２６日

３８７０６００４４６ 石鎚交通株式会社 西条市神拝乙３６番地の
４ 訪問介護 いしづち介護サービス 愛媛県西条市朔日市８９

３番地の６ 平成１５年５月２６日

３８７０１０３３９１
特定非営利活動法人
えひめ障害者ヘルパー
センター

松山市紅葉町３番４５号 訪問介護 ひめヘルプ 愛媛県松山市高砂町２
丁目３－３－２０１ 平成１５年５月２６日

３８７０１０３４１７ 株式会社 メディック
ス

伊予郡砥部町重光１５０
番地１

痴呆対応型協同
生活介護

グループホーム パー
トナーハウスこすもす

愛媛県松山市高井町７２
４番１ 平成１５年５月２７日

３８７３８００３５７ 株式会社 コムスン 東京都港区六本木４丁
目８番５号 福祉用具貸与 株式会社 コムスン

愛媛福祉用具センター
愛媛県東宇和郡宇和町
卯之町２－３０７ 平成１５年５月２９日

３８７０１０３４２５ 株式会社 コムスン 東京都港区六本木４丁
目８番５号 訪問介護 株式会社 コムスン松

山東部ケアセンター
愛媛県松山市北久米町
５６０－３ 平成１５年５月２９日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護支援
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７１１００２７１ 社会福祉法人 聖カタ
リナ

北条市中西内２５０番地
２

居宅介護支援事
業

指定居宅介護支援事業
所 聖マルチンの家

愛媛県北条市中西内２５
０番地２ 平成１５年５月１日

３８７０１０３３８３ 有限会社 創夢会 松山市石風呂町４００番
地

居宅介護支援事
業

すみれ野介護サービス
センター

愛媛県松山市石風呂町
４００番地 平成１５年５月１９日

３８７０９００２１８ 三島交通株式会社 伊予三島市朝日２丁目
１番１０号

居宅介護支援事
業 三島介護サービス 愛媛県伊予三島市朝日

２丁目１－１０ 平成１５年５月１９日

３８７０１０３４０９
特定非営利活動法人
えひめ障害者ヘルパー
センター

松山市紅葉町３番４５号 居宅介護支援事
業 ひめヘルプ 愛媛県松山市高砂町２

丁目３－３－２０１ 平成１５年５月２６日
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�愛媛県告示第１３９０号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４８条第１項第１号の規定により、次のとおり指定介護老人福祉施設を指定した。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３９１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事

業所の名称を変更した旨の届出があった。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３９２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事

業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３９３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事

介 護 保 険
事業者番号

指定介護老人福祉
施 設 の 開 設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 介 護 老 人 福 祉 施 設

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７１１００２９７ 社会福祉法人 聖カタ
リナ

北条市中西内２５０番地
２

介護老人福祉施
設 聖マルチンの家 愛媛北条市中西内２５０

番地２ 平成１５年５月１日

３８７３２００７３１ 社会福祉法人 鷲峰会 越智郡上浦町大字井口
３８６５番地１

介護老人福祉施
設 多々羅の里 愛媛県越智郡上浦町大

字井口３８６５番地１ 平成１５年５月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
変 更 前 変 更 後

３８７３７００１２８ 三崎町 三崎町三崎６９２番地 通所介護 三崎町（住民課） 三崎町（保健福祉
課） 三崎町三崎６９２番地 平成１５年

４月１日

３８７３７００１２８ 三崎町 三崎町三崎６９２番地 訪問介護 三崎町（住民課） 三崎町（保健福祉
課） 三崎町三崎６９２番地 平成１５年

４月１日

３８７０６００１９８ 有限会社 えひめ介護
ネットワーク

西条市古川甲２６５番地
１ 訪問介護

有限会社えひめ介
護ネットワーク本
部指定訪問介護事
業所

えひめ介護ネット
ワーク本部指定訪
問介護事業所

西条市古川甲２６５番
地１

平成１５年
４月１４日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
変 更 前 変 更 後

３８７０６００２５５ 西条市農業協同組合 西条市大町２００番地６ 福祉用具
貸与

ＪＡ西条福祉用具サ
ービス

愛媛県西条市大町
２００－６

愛媛県西条市大町
２００－１

平成１５年
４月１日

３８７３８００１６７ 有限会社 ひまわり商
会

東宇和郡宇和町上松葉
３９２番地２

福祉用具
貸与

有限会社ひまわり商
会

愛媛県東宇和郡宇
和町上松葉３９２－
２

愛媛県東宇和郡宇
和町大字小野田３７
３番４

平成１５年
５月１日

３８７３９００１２４ 社会福祉法人 松野町
社会福祉協議会

北宇和郡松野町大字松
丸１６６１番地１３ 訪問介護 松野町社会福祉協議

会
愛媛県北宇和郡松
野町大字延野 １々４
０６－４

愛媛県北宇和郡松
野町大字松丸１６６１
－１３

平成１４年
１０月２０日

３８７０６００１８０ 西条市農業協同組合 西条市大町２００番地６ 訪問介護 ＪＡ西条ホームヘル
パーステーション

愛媛県西条市大町
２００－６

愛媛県西条市大町
２００－１

平成１５年
４月１日

３８７３２００１３７ 社会福祉法人 波方町
社会福祉協議会

越智郡波方町樋口２５０
番地 訪問介護 社会福祉法人波方町

社会福祉協議会
愛媛県越智郡波方
町樋口２５０

愛媛県越智郡波方
町樋口甲２５０

平成１５年
４月１日

３８７３２００１７８ 社会福祉法人 伯方町
社会福祉協議会

越智郡伯方町木浦３９３０
番地１ 訪問介護 社会福祉法人伯方町

社会福祉協議会
愛媛県越智郡伯方
町木浦３９３０－１

愛媛県越智郡伯方
町木浦甲３９３０－１

平成１５年
４月１日

３８７３９００１２４ 社会福祉法人 松野町
社会福祉協議会

北宇和郡松野町大字松
丸１６６１番地１３ 訪問入浴 松野町社会福祉協議

会
愛媛県北宇和郡松
野町大字延野 １々４
０６－４

愛媛県北宇和郡松
野町大字松丸１６６１
－１３

平成１４年
１０月２０日

３８７３５００２１３ 社会福祉法人 双海夕
なぎ会

伊予郡双海町上灘５２６９
番地１ 訪問入浴 指定訪問入浴介護事

業所双海夕なぎ荘
愛媛県伊予郡双海
町上灘５２６９－１

愛媛県伊予郡双海
町串甲３６７０－１６

平成１５年
４月１日
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業所の名称を変更した旨の届出があった。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３９４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事

業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３９５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事

業を廃止した旨の届出があった。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護支援
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
変 更 前 変 更 後

３８７０６００２３０ 有限会社 えひめ介護
ネットワーク

西条市古川甲２６５番地
１

居宅介護
支援事業

有限会社えひめ介
護ネットワーク本
部指定居宅介護支
援事業所

えひめ介護ネット
ワーク本部指定居
宅介護支援事業所

西条市古川甲２６５番
地１

平成１５年
４月１４日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護支援
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
変 更 前 変 更 後

３８７３９００１２４ 社会福祉法人 松野町
社会福祉協議会

北宇和郡松野町大字松
丸１６６１番地１３

居宅介護
支援事業

松野町社会福祉協議
会

愛媛県北宇和郡松
野町大字延野 １々４
０６－４

愛媛県北宇和郡松
野町大字松丸１６６１
－１３

平成１４年
１０月２０日

３８７０２０００４９ 医療法人 滴水会 今治市末広町１丁目５
番５

居宅介護
支援事業

居宅介護支援センタ
ーひうち

愛媛県今治市黄金
町３－２－７

愛媛県今治市黄金
町３－２－７メゾ
ンオークス

平成１５年
４月１日

３８７０６００１１５ 西条市農業協同組合 西条市大町２００番地６ 居宅介護
支援事業

ＪＡ西条居宅介護支
援センター

愛媛県西条市大町
２００－６

愛媛県西条市大町
２００－１

平成１５年
４月１日

３８７３２００１７８ 社会福祉法人 伯方町
社会福祉協議会

越智郡伯方町木浦３９３０
番地１

居宅介護
支援事業

社会福祉法人伯方町
社会福祉協議会

愛媛県越智郡伯方
町木浦３９３０－１

愛媛県越智郡伯方
町木浦甲３９３０－１

平成１５年
４月１日

３８１３６１００２３ 医療法人 里久会 愛媛県喜多郡五十崎町
平岡甲１３５－１

居宅介護
支援事業 土居内科外科医院

愛媛県喜多郡五十
崎町平岡甲１３５－
１

愛媛県喜多郡五十
崎町平岡甲１３９－
１

平成１５年
４月１４日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８１０１１１５６１ 医療法人 嘉仁会 松山市富久町３６０番地
１

通所リハビリテ
ーション

医療法人嘉仁会松山西
病院

愛媛県松山市富久町３６
０－１ 平成１５年３月３１日

３８１３３２８１９６ 医療法人 辻井循環器
科内科

温泉郡重信町田窪２０３０
番地

通所リハビリテ
ーション 辻井循環器科内科 愛媛県温泉郡重信町田

窪２０３０ 平成１５年３月３１日

３８１３３２８１９６ 医療法人 辻井循環器
科内科

温泉郡重信町田窪２０３０
番地

訪問リハビリテ
ーション 辻井循環器科内科 愛媛県温泉郡重信町田

窪２０３０ 平成１５年３月３１日

３８１３３２８１９６ 医療法人 辻井循環器
科内科

温泉郡重信町田窪２０３０
番地 訪問介護 辻井循環器科内科 愛媛県温泉郡重信町田

窪２０３０ 平成１５年３月３１日

３８１０８２８０３２ 医療法人 綮愛会 川之江市上分町７３２番
地１

短期入所療養介
護

医療法人綮愛会石川病
院

愛媛県川之江市上分町
７３２－１ 平成１５年３月３１日

３８７３００００５７ 社会福祉法人 別子山
村社会福祉協議会

宇摩郡別子山村２４１番
地６ 訪問介護 社会福祉法人別子山村

社会福祉協議会
愛媛県宇摩郡別子山村
２４１－６ 平成１５年３月３１日

３８７０８００２２８ 川之江市農業協同組合 川之江市妻鳥町１１２１番
地 通所介護

ＪＡ川之江市デイサー
ビスセンターあったか
荘

愛媛県川之江市妻鳥町
１５２５ 平成１５年３月３１日

３８７０８０００７９ 川之江市農業協同組合 川之江市妻鳥町１１２１番
地 福祉用具貸与 ＪＡ川之江市 愛媛県川之江市妻鳥町

１５２５ 平成１５年３月３１日

３８７０８０００７９ 川之江市農業協同組合 川之江市妻鳥町１１２１番
地 訪問介護 ＪＡ川之江市 愛媛県川之江市妻鳥町

１５２５ 平成１５年３月３１日

３８７０１０１０８０ 株式会社 武智 松山市南江戸町２丁目
６５０番地７ 訪問介護

株式会社武智福祉事業
部せとうち介護センタ
ー

愛媛県松山市南江戸町
２－１－３８ 平成１５年４月１日
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�愛媛県告示第１３９６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事

業を廃止した旨の届出があった。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３９７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１３条の規定により、次のとおり指定介護療養型医療施設の指定の辞退があった。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

３８７０１０１３５３ 社会福祉法人 松山紅
梅会

松山市北梅本町１６２４番
地１ 福祉用具貸与 福祉用具貸与事業梅本

の里
愛媛県松山市北梅本町
１６２４－１ 平成１５年４月１日

３８７３９００１０８ 南国商事株式会社 北宇和郡津島町高田甲
３８１番地１ 訪問介護 南国介護サービス事業

所
愛媛県北宇和郡津島町
高田甲３８１－１ 平成１５年４月１日

３８１０７２８１１７ 医療法人 北斗会 大洲市東大洲５番地 短期入所療養介
護 大洲中央病院 愛媛県大洲市東大洲５

番地 平成１５年４月３０日

３８７０２００５０２ 株式会社 アクティブ
スタイル

今治市中日吉町１丁目
５番３４号 福祉用具貸与 アズモア今治ワールド

ハウジングプラザ店
愛媛県今治市上徳字徳
久甲７１１－１ 平成１５年４月３０日

３８７１１００１５６ 社会福祉法人 聖マル
チンの家

香川県坂出市沖の浜１
番５号

短期入所生活介
護

指定短期入所生活介護
事業所聖マルチンの家

愛媛県北条市中西内２５
０ 平成１５年４月３０日

３８１０１１１３９７ 愛媛医療生活協同組合 松山市中村３丁目１番
１号 通所介護 城北診療所 愛媛県松山市姫原３丁

目７－１７ 平成１５年５月１日

３８１３９２８２０１ 津島町 北宇和郡津島町岩松甲
４７１番地

短期入所療養介
護 町立津島病院 愛媛県北宇和郡津島町

大字高田丙１５番地 平成１５年５月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護支援
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅介護支援事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８１０１１０４２３ 医療法人 たくま会 松山市保免上２丁目３
番１０号

居宅介護支援事
業 福原内科医院 愛媛県松山市保免上２

－３－１０ 平成１５年３月３１日

３８１０１１１５６１ 医療法人 嘉仁会 松山市富久町３６０番地
１

居宅介護支援事
業

医療法人嘉仁会松山西
病院

愛媛県松山市富久町３６
０－１ 平成１５年３月３１日

３８１０９１０１５２ 医療法人社団 栗整形
外科病院

伊予三島市中之庄町３９
８番地１

居宅介護支援事
業 栗整形外科病院 愛媛県伊予三島市中之

庄町３９８－１ 平成１５年３月３１日

３８７０８００１５２ 川之江市農業協同組合 川之江市妻鳥町１１２１番
地

居宅介護支援事
業

ＪＡ川之江市居宅介護
支援センター

愛媛県川之江市妻鳥町
１５２５ 平成１５年３月３１日

３８７３００００５７ 社会福祉法人 別子山
村社会福祉協議会

宇摩郡別子山村２４１番
地６

居宅介護支援事
業

社会福祉法人別子山村
社会福祉協議会

愛媛県宇摩郡別子山村
２４１－６ 平成１５年３月３１日

３８７３２０００５３ 大西町 越智郡大西町宮脇５０６
番地１

居宅介護支援事
業

指定居宅介護支援事業
所大西町福祉課

愛媛県越智郡大西町宮
脇５０６－１ 平成１５年４月１日

３８７３２００１２９ 吉海町 越智郡吉海町八幡１３７
番地

居宅介護支援事
業 吉海町保健センター 愛媛県越智郡吉海町幸

新田１４７ 平成１５年４月１日

３８７３５００１２２ 広田村 伊予郡広田村総津３９８
番地

居宅介護支援事
業

広田村在宅介護支援セ
ンター

愛媛県伊予郡広田村総
津３９８ 平成１５年４月１日

３８７３２０００９５ 波方町 越智郡波方町樋口２５０
番地

居宅介護支援事
業

波方町指定居宅介護支
援事業所

愛媛県越智郡波方町樋
口２５０ 平成１５年４月１７日

３８７１１０００４０ 社会福祉法人 聖マル
チンの家

香川県坂出市沖の浜１
番地５

居宅介護支援事
業

指定居宅介護支援事業
所聖マルチンの家

愛媛県北条市中西内２５
０ 平成１５年４月３０日

介 護 保 険
事業者番号

指 定 介 護 療 養 型
医療施設の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
辞退に係る指定介護療養型医療施設

届出年月日
名 称 所 在 地

３８１０４１００３９ 医療法人 青峰会 八幡浜市五反田１丁目
１０４６番１

介護療養型医療
施設

医療法人青峰会真網代
くじらリハビリテーシ
ョン病院

愛媛県八幡浜市真網代
２２９－５ 平成１５年４月３０日

３８１０７２８１１７ 医療法人 北斗会 大洲市東大洲５番地 介護療養型医療
施設 大洲中央病院 愛媛県大洲市東大洲５

番地 平成１５年４月３０日

３８１０１２８８２１ 医療法人社団 渡部整
形外科

松山市古川西１丁目１
番１１

介護療養型医療
施設 渡部整形外科 愛媛県松山市古川西１

丁目１－１１ 平成１５年５月１日
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�愛媛県告示第１３９８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、東予市周布開田土地改良区から次のとおり役員が就

任し、及び退任した旨の届出があった。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第１３９９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、吉田町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及

び退任した旨の届出があった。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第１４００号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、道後平野土地改良区から次のとおり役員が退任した

旨の届出があった。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

退 任

�������
�愛媛県告示第１４０１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定

により、東予市三芳土地改良区の定款の変更を認可した。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１４０２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定

により、東予市庄内土地改良区の定款の変更を認可した。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

３８１３９２８２０１ 津島町 北宇和郡津島町岩松４７
１番地

介護療養型医療
施設 町立津島病院 愛媛県北宇和郡津島町

高田丙１５番地 平成１５年５月１日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 手 嶋 鼎 東予市吉田３７９番地

〃 一 色 康 浩 東予市吉田３４７番地

〃 塩 崎 幸 隆 東予市周布１４１０番地

〃 藤 原 幸 雄 東予市周布８７２番地の１

〃 宇佐美 政 夫 東予市吉田１２９０番地の２

〃 越 智 秀 臣 東予市吉田６２０番地

〃 真 田 滿 雄 東予市吉田６０６番地

〃 佐 山 保 東予市吉田５３０番地

〃 越 智 真 治 東予市吉田４９２番地

〃 青 野 充 則 東予市吉田１４７番地

〃 一 色 宣 征 東予市周布１５９１番地

〃 岡 田 英 樹 周桑郡丹原町大字北田野１３５番地の
２

〃 佐 伯 伊太郎 周桑郡丹原町大字田野上方２４３番地
１

〃 野 口 勝 利 周桑郡丹原町大字田野上方２０１番地

〃 木 曽 久 東予市石田６３３番地

〃 武 方 仁 也 東予市北条１４２８番地の３

〃 寺 田 順 子 東予市石田２０３番地の４

監 事 眞 田 武 東予市吉田３７８番地

〃 岡 田 理 東予市吉田１３４９番地の３

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 手 嶋 鼎 東予市吉田３７９番地

〃 一 色 康 浩 東予市吉田３４７番地

〃 越 智 優 東予市吉田１４７１番地

〃 越 智 秀 臣 東予市吉田６２０番地

〃 真 田 滿 雄 東予市吉田６０６番地

〃 宇佐美 政 夫 東予市吉田１２９０番地の２

〃 日 野 國 男 東予市吉田２３９番地

〃 鈴 鹿 勇 東予市吉田４８２番地

〃 近 藤 徳 衛 東予市周布１４０４番地

〃 塩 崎 達 美 東予市周布１４１０番地

〃 藤 原 幸 雄 東予市周布８７２番地の１

〃 福 田 日出明 周桑郡丹原町大字田野上方１１４番地
第２

〃 佐 伯 伊太郎 周桑郡丹原町大字田野上方２４３番地
１

〃 兼 井 康 美 周桑郡丹原町大字北田野１１０番地の
２

〃 寺 田 順 子 東予市石田２０３番地の４

〃 木 曽 久 東予市石田６３３番地

〃 豊 島 !一郎 東予市北条１４９０番地の１

監 事 眞 田 武 東予市吉田３７８番地

〃 鈴 鹿 英 明 東予市吉田４７８番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 浅 野 修 一 北宇和郡吉田町大字立間尻甲４２８番
地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 清 家 文 男 北宇和郡吉田町大字奥浦甲１４１９番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 大 西 勉 温泉郡川内町大字北方３１９５番地の１

〃 黒 田 一 郎 松山市恵原町甲１２８１番地１
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�愛媛県告示第１４０３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定

により、東予市楠河土地改良区の定款の変更を認可した。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１４０４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定

により、周桑郡小松町明穂地域に係る県営土地改良事業計画

を定めたので、同条第５項の規定により、次のとおり当該土

地改良事業計画書の写しを縦覧に供する。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ほ場整備事業・明穂地区）計画書の

写し

２ 縦覧期間

平成１５年６月３０日から７月２８日まで

３ 縦覧場所

小松町役場

�������
�愛媛県告示第１４０５号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法

（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第３項の規定により

公告する。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４０６号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

農林漁業用揮発油税財源身
替農道整備事業 五百木２期地区 平成１５年５月６日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１２）第１４６７０号 平成１２年
１２月１９日 "小野通信 小野貴久美 西条市福武甲１２１２－１ 平成１５年

４月２８日 電気通信工事業 建設業の廃止

（般－１４）第１５０１５号 平成１４年
５月１８日 #シマテクニカル 小野 廣明 新居浜市若水町２－３

－７
平成１５年
４月３０日

管工事業
消防施設工事業 建設業の廃止

（般－１４）第１５０１０号 平成１４年
５月１４日 ひびき工業 梶原 響 伊予市上吾川甲５５７－

１
平成１５年
５月１日 防水工事業 建設業の廃止

（般－１４）第１１６２１号 平成１４年
７月１１日 谷口技建# 谷口 広信 八幡浜市大字大平２番

耕地１０１６
平成１５年
５月１日 造園工事業 建設業の廃止

（般－１２）第１１９９１号 平成１２年
７月２９日 清家工務店 清家 義繁 西宇和郡三瓶町大字津

布理９８０－１
平成１５年
５月１日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１０）第１３９９９号 平成１０年
５月１日 "管工事センター 入川 正之 宇和島市文京町１ 平成１５年

５月１日 管工事業 法人の解散

（般－１０）第１４１２７号 平成１０年
１０月２８日 "景修園 吉川 修一 新居浜市萩生２１３３－２９ 平成１５年５月２日

土木工事業
造園工事業 建設業の廃止

（般－１１）第１４３２０号 平成１１年
９月２日

#ブリヂストンスポー
ツ四国 丸尾 年彦 松山市朝生田町２－２

－２５
平成１５年
５月６日

土木工事業
とび・土工工事業
鋼構造物工事業
舗装工事業

建設業の廃止

（般－１２）第１３１３６号 平成１２年
８月８日 #ハウスドクター 重松 宗孝 今治市別宮町７－１－

２３
平成１５年
５月１４日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１３）第１４８８４号 平成１３年
１２月１９日 "エムエムハウス 村上 栄一 今治市常盤町４－２－

８
平成１５年
５月２１日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１２）第５３７５号 平成１２年
７月２０日 福岡電気商会 福岡 哲雄 伊予三島市上柏町７０－

５
平成１５年
５月２１日 電気工事業 建設業の廃止

（般－１２）第１１９７０号 平成１２年
７月３日 東洋道路" 山本 輝秋 今治市山路３９４－１ 平成１５年

５月２２日 造園工事業 建設業の廃止

（般－１３）第３４９０号 平成１３年
９月１１日 伸和建設# 橋本 勝 松山市太山寺町１０８６－

２
平成１５年
５月２２日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１２）第１２１２２号 平成１２年
１１月１１日 "岩井商事 岩井 定男 伊予郡砥部町宮内５８７ 平成１５年

５月２７日
土木工事業
管工事業 建設業の廃止
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�愛媛県告示第１４０７号
愛媛県工事執行規程（昭和３９年８月愛媛県告示第６９５号）

の一部を次のように改正し、平成１５年７月１日から施行する

。ただし、改正後の愛媛県工事執行規程第７条の規定は、同

日以後に入札の通知を行う工事について適用し、同日前に入

札の通知を行った工事については、なお従前の例による。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第１条中「含む」の下に「。以下同じ」を加える。

第７条中「１０分の１」の下に「（規則第１３３条の２第２項

の規定による調査（以下「低入札価格調査」という。）を受

けた者のうち、低入札価格調査に係る工事（知事部局以外の

県の土木工事及び建築工事等を含む。）を施工中の者又は入

札の期日から起算して過去１年以内に低入札価格調査を受け

た者との契約にあつては、請負代金額の１０分の３）」を加え

る。

第１３条第５項及び様式第５号中「内容証明郵便」の下に「

又は信書便の役務のうち内容証明郵便に準ずるもの」を加え

る。

�������
�愛媛県告示第１４１０号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

西宇和郡三瓶町大字津布理字正勺１４１番及び地先水路

２ 申請人の住所氏名

八幡浜市大字郷１番耕地１２番地１

堀田建設株式会社

代表取締役 堀田 隆

３ 図面省略

�������
�愛媛県告示第１４１１号
次の宅地建物取引業者の事務所の所在地を確知できないの

で、当該宅地建物取引業者は、愛媛県土木部道路都市局建築

住宅課まで申し出られたい。

なお、この告示の日から３０日を経過しても当該宅地建物取

引業者から申出がないときは、宅地建物取引業法（昭和２７年

法律第１７６号）第６７条第１項の規定によりその免許を取り消

す。

�愛媛県告示第１４０８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４０９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 内子河辺野村線
喜多郡内子町内子６１３番から

同郡五十崎町大字古田甲１７００番２まで

旧 ２４．４～２７．６ ０．０２８

新 ２４．４～３６．３ ０．０２８

〃 鳥首五十崎線

喜多郡五十崎町大字古田甲１６９４番１から
同大字甲１６９９番６まで 旧 ２２．６～４６．２ ０．０８８

喜多郡五十崎町大字古田甲１６９４番１から
同大字甲１６９９番６まで
及び
喜多郡五十崎町大字古田甲１６９４番１から
同大字甲１７００番７地先まで

新
２２．６～４６．２

７．４～３４．０

０．０８８

０．１３４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 内子河辺野村線
喜多郡内子町内子６１３番から

同郡五十崎町大字古田甲１７００番２まで
平成１５年６月３０日

〃 鳥首五十崎線
喜多郡五十崎町大字古田甲１６９４番１から

同大字甲１７００番７地先まで
〃
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平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

公 告

�公 告

平成１４年度社団法人全国公営住宅火災共済機構の経営

状況の公表について

社団法人全国公営住宅火災共済機構理事長濱典夫から通知

のあった平成１４年度社団法人全国公営住宅火災共済機構の経

営状況について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６３

条の２第３項の規定により、次のとおり公表する。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事業実績

加入都道府県市区町村会員数 １，２７７

加入戸数 ８８６，１７３戸

共済契約金額 ５，８６６，２２６，７５６，０００円

火災共済掛金 １，１２４，２７３，０８５円

被災戸数 ３４７戸

火災共済給付金 ３５２，７７５，３９７円

復興建築助成戸数 １５４戸

復興建築助成金 ６７，１０９，９６９円

住宅防火施設整備補助会員数 ６６

住宅防火施設整備補助金 ２７，６１０，６００円

住宅災害見舞戸数 ６２８戸

住宅災害見舞金 １３，１４４，０００円

２ 収支計算

� 収 入

火災共済掛金収入 １，１２４，２７３，０８５円

建物管理の部収入 ５５，２１１，６２２円

その他の収入 ３６６，０５５，１５３円

当期収入合計$ １，５４５，５３９，８６０円

前期繰越収支差額 ７３，３９１，９８７円

収入合計% １，６１８，９３１，８４７円

� 支 出

事業費 ５２２，５５１，８７５円

管理費 ２７６，９８２，５６４円

建物管理費 ２２，１７７，４７３円

特定預金等支出 ７３６，３５１，７３０円

当期支出合計& １，５５８，０６３，６４２円

当期収支差額$－& ▲１２，５２３，７８２円

次期繰越収支差額%－& ６０，８６８，２０５円

�公 告

愛媛県立伊予三島看護専門学校入学試験の実施について

愛媛県立伊予三島看護専門学校学則（平成９年愛媛県規則第２号）第１０条第１項の規定による平成１６年度愛媛県立伊予三島

看護専門学校入学試験を次のとおり実施する。

平成１５年６月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入学試験の期日及び場所並びに募集人員等

２ 学科試験科目

� 一般入学試験

国語'（古文及び漢文を除く。）
数学'
英語'及び英語(

� 推薦入学試験

小論文

商号又は名称 氏名又は代表者
の氏名 免許番号 免許年月日

有限会社
ジェイホーム 近 藤 忠 直 愛媛県知事�

第４４２４号 平成１０年７月２８日

期 日 場 所 修業年限 募集人員 受 験 資 格 卒業後の資格

� 一般入学試験

ア 学科試験

平成１６年２月３日（火）

イ 面接試験

平成１６年２月４日（水）

� 推薦入学試験

学科試験及び面接試験

平成１５年１１月２０日（木）

伊予三島市

中之庄町字

浜之前１６８４

番地３

愛媛県立伊

予三島看護

専門学校

３年

３０人（う

ち、推薦

入学試験

による募

集人員は

、９人程

度）

高等学校若しくは中等教育学

校を卒業した者（平成１６年３月

卒業見込みの者を含む。）又は

これと同等以上の学力があると

認められる者。ただし、推薦入

学試験を受ける場合にあっては

、愛媛県内の高等学校又は中等

教育学校を同月卒業見込みの者

で、在学高等学校又は中等教育

学校の校長の推薦を受けたもの

に限る。

� 看護師国家試験の受験資格

が得られる。

� 保健師学校養成所及び助産

師学校養成所の受験資格が得

られる。
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任 免 辞 令

�任免辞令
５月２５日

愛媛県技術吏員 川 村 浩 司

死亡

６月１５日

愛媛県事務吏員 高 畠 昌 明

願により本職を免ずる

退職手当は支給しない（愛媛県職員退職手当条例第１４条）

６月１６日

鈴 木 洋一郎

愛媛県事務吏員に任命する

行政職１０級を命ずる

経済労働部産業支援局長を命ずる

３ 入学願書の受付期間及び提出先

� 受付期間

ア 一般入学試験

平成１６年１月１３日（火）から１月２０日（火）まで

イ 推薦入学試験

平成１５年１１月４日（火）から１１月１０日（月）まで

ウ 郵送による場合は、一般入学試験及び推薦入学試験とも当該受付期間の締切日までの消印のあるものは、受け付ける

。

� 提出先

〒７９９―０４２２ 伊予三島市中之庄町字浜之前１６８４番地３

愛媛県立伊予三島看護専門学校

４ 提出書類等

� 次の書類等を提出すること。

ア 入学願書（募集要項に添付の用紙を使用し、出願前３箇月以内に正面から撮影した無帽の上半身像で、縦５センチメ

ートル、横４センチメートルの写真を１枚はること。）

イ 受験写真票及び受験票（募集要項に添付の用紙を使用し、アと同じ写真を２枚はること。）

ウ 調査書その他これに相当する書類

エ 健康診断書（募集要項に添付の用紙を使用し、出願前３箇月以内に医師の作成したもの。ただし、平成１６年３月に高

等学校又は中等教育学校を卒業見込みの者は、提出する必要がない。）

オ 受験票送付用封筒（募集要項に添付の封筒を使用すること。）

カ 推薦入学試験を受ける場合にあっては、在学高等学校又は中等教育学校の校長の推薦書

� 入学選考料として２，２００円の愛媛県収入証紙を入学願書の所定の欄にはるものとし、消印は、しないこと。

� 募集要項は、愛媛県立伊予三島看護専門学校へ請求すること（郵送を希望する場合は、２００円分の郵便切手をはった角

形２号（３３．２センチメートル×２４．０センチメートル）の返信用封筒を同封のこと。）。

５ 合格発表

� 一般入学試験

平成１６年２月２０日（金）午前９時に愛媛県立伊予三島看護専門学校において合格者の受験番号を掲示するとともに、本

人あて通知する。

� 推薦入学試験

平成１５年１２月５日（金）に在学高等学校又は中等教育学校の校長を通じて、合否を本人あて通知する。

６ 問い合わせ先

愛媛県立伊予三島看護専門学校

電話 （０８９６）２４―５７５５
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